
資料１ 

地方税財源の確保・充実等に関する提言（ポイント案） 

１ 地方一般財源総額の確保・充実等  

① 地方一般財源総額の増額確保・充実 
・社会保障関係費の増加に加え、物価高や民間の賃上げ等が進む中で公共事業や施設管理

・行政サービス等において求められる価格転嫁、金利上昇の影響、人件費の増加といっ

た避けることのできない歳出の増加に対応するとともに、地方が責任を持って地方創

生・地域未来戦略の推進、人口減少対策、脱炭素化、デジタル化、国土強靱化、インフ

ラ・公共施設の老朽化対策などの重要課題に対応しつつ、安定的な行政サービスを提供

していくため、令和９年度においても、「地方創生推進費」や「地域社会再生事業費」

などを含め、増加する経費を地方財政計画の歳出に確実に計上し、必要となる地方交付

税等の一般財源について増額確保し、充実すること。 
 

・国において検討されている、必要な予算は可能な限り当初予算で措置する方向性での予

算編成の在り方の見直しに当たっては、必要な事業量を確保するとともに、地方自治体

の実質的な負担が増加することのないよう、適切に地方財政計画に歳出を計上する等

の必要な対応をすること。 

② 社会保障に係る地方財源の確保 
・地方消費税を含む消費税は、地方交付税原資分も含めるとその約４割が地方の財源であ

り、年金、高齢者医療、介護、子育てといった諸施策を支える極めて重要な財源となっ

ていることから、将来世代に負担を残すことなく恒久的な財源を確保することの重要

性を踏まえ、地方に負担を転嫁するような制度改正等を行わないこと。 
 

・消費税の時限的な引き下げに当たっては、地方への影響等を十分に考慮し、地方の減収

に対しては必要な財源を確実に措置すること。 

③ 強靱な国土づくり等に係る地方財源の確保 
・「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づき、取組の加速化・深化を図るために必要な

予算・財源については、当初予算を含め、別枠で確保するとともに、資材価格の高騰や

賃金水準の上昇を踏まえた規模にすること。 
 

・令和８年度末に期限を迎える「公共施設等適正管理推進事業債」については、期間を延

長するとともに、地方の実情を踏まえ、財政負担の一層の軽減・平準化に向け、より弾

力的で柔軟な運用や拡充等を検討すること。 

④ 公立病院等の経営安定化支援 
・物価高が続く中、極めて厳しい経営環境にある公立病院等について、医師・看護師不足

や不採算地区など条件不利地域を含むすべての地域において必要な医療を安定的に提

供できるよう、消費税負担の増加への対応や、繰出金等に対する地方財政措置の拡充を

行うこと。 

 

２ 人口減少対策及び地方創生・地域未来戦略の強力な推進のための財源確保等  

① 子ども・子育て政策の強化のための安定的な財源確保 
・「こども・子育て支援加速化プラン」に盛り込まれた施策や今後拡充された場合の施策

の実施に当たっては、地域間格差が生じることのないよう、ナショナルスタンダードの



観点も踏まえた上で、近年の物価高にも対応した十分な予算を確保するとともに、地方

負担分も含めて国の責任において必要な財源を確実に確保すること。 
 

・いわゆる教育無償化の実施に係る安定財源の確保については、代替となる恒久財源を確

実かつ早急に確保するとともに、それが実現するまでの間、地方負担が増加することの

ないよう国の責任において確実に財源を措置すること。 

② 地方創生・地域未来戦略の推進等のための財源確保 
・地方創生・地域未来戦略を推進するため、「地方創生推進費」や「地域デジタル社会推

進費」、「地域未来基金費」といった経費を更に拡充し、地方の安定的な財政運営に必要

な地方一般財源を十分に確保すること。 
 

・地方創生の交付金については、地方の意見等を十分に踏まえ、使途拡大や運用の更なる

改善、安定的な予算枠の確保・拡充等を図ること。 

 

３ 税制抜本改革の推進等 

① 自動車関係諸税の見直し 
・今後の自動車税及び軽自動車税のあり方の検討に当たっては、令和 10 年度から導入さ

れる電気自動車の乗用車に対する車両重量に応じた課税方式を含め、地方の財政需要

に対応した税源を安定的に確保できるよう、課税趣旨を適切に踏まえ、電気自動車等を

含むすべてのパワートレイン間で公平・普遍で簡素な税体系の構築について、令和９年

度税制改正において確実に結論を得ること。 
 
・環境性能割の廃止に伴う地方の減収に対しては、代替となる安定的な恒久財源を確実か

つ早急に確保するとともに、それが実現するまでの間についても、国の責任において確

実に財源を措置すること。 
 

・軽油引取税・地方揮発油税の当分の間税率の廃止に伴う地方の減収に対しては、代替の

恒久財源を確実に措置するなど、将来世代への負担にも十分配慮の上、国・地方を通じ

た安定的な財源を確実かつ早急に確保することとし、安定的な恒久財源の確保が完成

するまでの間についても、地方の財政運営及びインフラ整備に支障が生じないよう確

実に財源を措置すること。 

② 税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築 
・令和８年度与党税制改正大綱に取り上げられたとおり、財政力格差や行政サービスの地

域間格差は主に地方税源の偏在によって生じているとの分析がなされる中、都市も地

方もお互いに支え合うという基本的考えに立ち、税源の偏在性が小さく税収が安定的

な地方税体系の構築に向け同大綱で示された具体的な取組を確実に講ずること。 

③ 給付付き税額控除の円滑な実施に係る地方への配慮 
・給付付き税額控除は、国が中心となって役割を果たすこととし、制度設計に当たっては、

段階的な精緻化やロードマップを明示するとともに、実施主体の事務負担を十分に考

慮したシンプルかつ効率的な仕組みとすること。 
 
・地方に何らかの協力を求める場合は、事業の仕組みや協力内容・スケジュールを国が明

確に示した上で、国と地方で丁寧な協議・調整を行うとともに、国が前面に立って適切

な支援や対策を講ずること。なお、国と地方の役割分担については、固定化することな

く、社会構造の変化や情報インフラの進展等を踏まえ、不断に見直すこと。 
 
・地方の行政サービスに影響が生じないよう、地方の財政基盤の安定性に十分配慮するこ

と。 


